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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 採用試験等の情
報発信の強化

市政変革を進めるにあたって、将来の
市政を担う人材の確保が課題となって
いる。そのため、採用試験や市の仕事
について、若者や転職者などの心を掴
む情報を発信し、北九州市の熱い思い
を市内及び首都圏を含む市外の学生や
転職希望者に届ける
必要がある。

少子化や、国・他都市、民間企業との人材獲得競争が進
む中、採用試験の受験者の減少が課題になっている。特
に、土木職を始めとした、理系学生の確保が求められて
いる。

３つの取組みで、職員採用に関する情報発信を強化する。
拡げる
職員採用の特設ホームページやSNSによる若者、転職者、技術職など
受験者層に応じた情報発信や、首都圏等の学生や転職希望者のニーズに
対応したオンライン相談会を新たに開催するなど、接触機会を創出する。
ツールを作る
北九州市のポテンシャル、仕事の魅力や試験の内容を盛り込んだ
セールスシートを作成する。また、受験行動に繋げるため、説明会での
配布物にQRコードを掲載することで、ホームページやSNSへの閲覧促
進を図る。
届ける
市長によるトップセールスをはじめ、市内や九州各地の大学等を中心に、
学生や就職支援担当に直接アプローチするリクルート活動を展開する。
あわせて、転職者には、民間の転職サイトの活用や市のＵ･Ｉターン担当
部署と連携して情報を届ける。

拡げる
若者向けに若手職員による区役所おもてなしプロジェクト、転
職者向けに民間企業から転職した職員のインタビュー、技術職
志望者向けに技術職紹介動画など、SNSで受験層に応じた情報
発信を行った。また、新たに若手職員の採用広報プロジェクト
チームを結成し、SNS等の情報発信について検討を開始した。
首都圏向けには、首都圏の大学生が集まる事業においてプレゼ
ンを実施したほか、転職希望者にも参加しやすい、オンライン
での相談会を毎週開催している。
ツールを作る
市役所の仕事の魅力を盛り込んだセールスシートを作成し、大
学の就業支援担当者へのセールス、就職イベントや高校の学園
祭等での配布を始めた。また、説明会で配布するチラシ等にQR
コードを掲載し、ホームページやSNSへの閲覧促進を図ってい
る。
届ける
市長のトップセールスとして、10月及び11月に市内大学（北九
大、九工大）において市長講演を行った（12月に山口大学でも
開催予定）。また、福岡大学や下関市立大学等近隣の大学を中
心に就職支援担当に直接アプローチするリクルート活動を展開
している。8月の帰省の時期に行われたＵ・Ｉターン相談イベ
ント等におけるPR活動のほか、就職情報サイトへの情報掲載を
通じて、転職者へのアプローチを強化している。2月には、市
主催のリクルートイベントを開催する予定。

拡げる
 若者向けに若手職員による区役所おもてなしプロジェクト、
転職者向けに民間企業から転職した職員のインタビュー、技術
職志望者向けに技術職紹介動画など、SNSで受験層に応じた情
報発信を行った。また、新たに若手職員の採用広報プロジェク
トチームを結成し、SNS等の情報発信について検討を開始し
た。このチームでのアイデアから、市主催セミナーを一新し、
「しごとクエスト」として開催し、昨年以上の参加者が集まっ
たほか、メディアでも取り上げられ、注目度が向上した。
 首都圏向けには、首都圏の大学生が集まる事業においてプレ
ゼンを実施したほか、転職希望者にも参加しやすい、オンライ
ンでの相談会を毎週開催した。
ツールを作る
 市役所の仕事の魅力を盛り込んだセールスシートを作成し、
大学の就業支援担当者へのセールス、就職イベントや高校の学
園祭等での配布を行った。また、説明会で配布するチラシ等に
QRコードを掲載し、ホームページやSNSへの閲覧促進を図っ
た。
届ける
 市長のトップセールスとして、10月及び11月に市内大学（北
九大、九工大）、12月に山口大学で、市長講演を行った。ま
た、福岡大学や下関市立大学等近隣の大学を中心に就職支援担
当に直接アプローチするリクルート活動を展開した。8月の帰
省の時期に行われたＵ・Ｉターン相談イベント等におけるPR活
動のほか、就職情報サイトへの情報掲載を通じて、転職者への
アプローチを強化。2月には、市主催のリクルートイベントを
開催し、注目を集めた。

採用広報の強化及び採用試験内容の見直しや働
き方改革の情報発信などの相乗効果により、令
和7年度上級採用試験【春季枠】の申込者は、昨
年比で１．２８倍となるなど、受験者確保につ
いて、一定の効果が得られた。

昨年度の取組を通じて集まった受験者の動向や
受験状況を踏まえ、より多くの受験者を確保で
きるよう、効果的な採用広報について分析・研
究を進める。

Ａ（２） 職員の労働環境
の改善に向けた
人事委員会勧告

市が求める熱い志を持つ人材を確保
し、職員が「未来への挑戦を続ける」
ことを後押しするため、働きやすい職
場環境について、国や他都市、民間等
の取組みに関する調査研究を行い、人
事委員会勧告等に反映させる必要があ
る。

少子高齢化による生産年齢人口の減少という社会の構造
的な変化に加え、多様な働き方の拡がりや、キャリア形
成に関する意識の変化がある。
こうした中、国や民間等では、給与、休暇制度、勤務形
態、研修、ハラスメント対策などの労働環境について、
様々な方策を検討・実施している。

人事院勧告や他都市等の動向を調査研究するとともに、長時間労働が多い職場等
に聞き取りを行い、職場の実態を的確に把握することにより、労働環境の改善に
向けた勧告等を行う。

人事院等の調査に加え職場等へのヒアリングも行い、給与面で
は扶養手当など、働き方としては育児・介護制度、勤務間イン
ターバル、時間外削減などについて報告・勧告を行った。

令和６年９月に給与及び労働条件に関する人事委員会報告・勧
告を任命権者に対し行った。
なお、この報告・勧告を受け任命権者において、子育て部分休
業の導入や扶養手当の見直しなどがなされた。

子に障害がある場合への配慮など、個別の事情にも
対応でき、他都市と比較しても、本市の育児制度は
充実したものとなった。

職員の働きやすさをさらに推進し、職員のウェル
ビーイング向上に資するよう、勤務や休暇に関する
制度等の調査研究を進めていく。

Ｂ（１） 将来の市政を担
う人材の確保が
できる採用試験
の見直し

人口減少社会において、国・他都市、
民間企業との人材獲得競争が進む中
で、市内及び首都圏を含む市外の大学
に通う学生や市内への転職希望者に
とって、より受験しやすい採用試験へ
の見直しが必要である。

現在、（1）事務、技術、消防職員などの職種、(2)新卒
採用や社会人経験者採用、(3)先行枠、通常枠、秋季枠、
(4)特別な公務員試験の対策が不要な試験など、約５０区
分の採用試験を実施している。
一方で、少子化により国・他都市、民間企業との人材獲
得競争が進むとともに、多様な採用試験（活動）が広が
る中で、市の採用試験の受験者は減少傾向にある。将来
の市政を担う人材の確保のため、試験の内容や時期な
ど、より受験者が受けやすい採用試験への見直しが必要
である。

令和６年度に、採用試験の実施状況や国・他都市の先進事例を調査し、市政変革
推進プランに基づいた経営分析を任命権者と連携して実施し、令和７年度以降、
市が求める人材の確保に向けて試験内容、時期等の見直しを行う。

現在、国・他都市の採用試験の実施状況や先進事例の調査を行
い、任命権者と連携して、見直しを検討している。

１　技術区分（土木・建築・電気・機械）の採用を強化
（１）【春季枠】で「土木」に加え、「建築・電気・機
     械」の区分を新設
（２）上級の受験可能年齢「20歳から」に引き下げ（大学
     3年生から受験可能に）
（３）大学院進学者等の採用の猶予（最大２年間）
２　行政実務経験者区分の新設等、即戦力採用を強化
（１）「行政Ⅱ（行政経験）」「土木Ⅱ（行政経験）」の
     新設（ウェルカム区分）
（２）「カムバック採用選考」の新設
（３）行政Ⅱ（民間等経験）」の試験内容の変更（ＷＥＢ
     面接導入等）
３　より受験しやすい試験
（１）【春季枠】及び【秋季枠】の第3次試験実施方法の
     変更
（２）【通常枠】第2次筆記試験の廃止
（３）「社会福祉Ⅰ」「心理」「保健師」のSPI3導入など
（４）「保育士」の上限年齢の引き上げとSPI3区分の新設
（５）「消防士」の上限年齢の引き上げとSPI3区分の新設
（６）「学校事務職員」のSPI3の導入など

令和7年度上級等採用試験【春季枠】の受験申込者
（募集期間：3月3日～3月24日）の応募者数が昨年か
ら増加。全体で昨年比１．２８倍、行政職区分のみ
で昨年比１．１０倍となり、昨年以上の受験者を確
保することができた。

新設した技術職区分（建築・電気・機械）につい
て、新設区分や、大学院進学希望者の採用猶予と
いった制度の周知を図り、より多くの受験者を確保
する。

Ｂ（２） 採用試験におけ
るＤＸ化の推進
（受験者の負担
減と効率化）

市職員採用試験の申込は電子申請と
なっているが、一部の事務処理につい
て、デジタル化が進んでいないため、
受験者に負担が生じている。

現在、採用試験の申込は電子申請となっているが、その
後の手続きにおいて、一部ＤＸ化されていない。
例えば、試験会場は、北九州市内と東京に設置している
が、それ以外の地域の受験者にとっては、面接試験等で
複数回、来北する必要があり、金銭的、時間的な負担が
伴っている。また、受験者からの成績照会は、返信用封
筒・切手を同封させたうえで、郵送による照会のみと
なっているほか、写真票についても受験者自身がダウン
ロードして印刷し、氏名等の記入や顔写真を添付して持
参している。

他都市の状況を調査し、受験者の個人情報などセキュリティ対策を確保したうえ
で、リモート面接や受験等の手続きなど、採用試験におけるＤＸ化を推進する。

令和７年度採用試験でのリモート面接等の導入に向けて、他都
市の状況を調査している。

令和7年度上級等採用試験【通常枠】で実施する試験区分「行
政Ⅱ（民間等経験）」及び、新設する試験区分「行政Ⅱ（行政
経験）」「土木Ⅱ（行政経験）」の第1次口述試験をWEB面接で
実施することとしている。

WEB面接とすることで合格までに試験会場に来場する
機会は1回となり、受験者の負担軽減の効果が期待で
きる。
導入した経験者区分は特に、現職に就労しつつ受験
している方やUIターンを企図する遠隔地の受験者が
多いことから、効果は大きいと思われる。

令和7年度に実施するWEB面接の実施状況や受験者の
声等を分析し、次年度に実施する試験での導入区分
の拡大等を検討する。

Ａ（３） 外部業者に委託
する投票速報シ
ステムの見直し
（職員で内製化）

現行の投票速報システムは、外部委託
による既成の投票管理システムをカス
タマイズした汎用システムである。そ
のため、契約コストの負担に加え、本
市の事務処理と合わない面があり、事
務ミスを起こすリスクを抱えている。

平成３１年に導入した現行の投票管理システムは、外部
委託による既成の投票速報システムをカスタマイズして
作成したものの、投票速報の様式を市の様式へ書き直す
必要がある。

次期市議会議員選挙より、Kintoneを活用した独自システムを構築し、外部委託
を廃止する。
Kintoneによる内製化を図ることで、投票速報システムの外部委託に係るコスト
を削減するとともに、各投票所の従事者（市職員）に対する研修や操作も容易な
ものとする。

１０月の衆議院選挙より、Kintoneを活用した独自システムを
構築し、外部委託を廃止した。これにより、外部委託に係るコ
スト削減、研修や操作面での従事者（市職員）の負担軽減を
図った。

独自システムを構築済（実施済） 投票速報システムの操作が容易となり、速報の作業
効率が向上して、ミスもなく行えるように改善済

ー

R６行政委員会事務局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）

完了

完了

■人事委員会事務局に関する事項

課題A（１）～課題B（２）まで
■選挙管理委員会事務局に関する事項

課題A（３）～課題B（３）まで
■監査委員事務局に関する事項

課題A（５）～課題B（５）まで

完了
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Ａ（４） 投票所で使用す
る掲示物の統合
整理（わかりや
すい掲示物）

投票所で使用する掲示物が多く、有権
者にとって分かりにくいものとなって
いる。

投票にあたっての注意事項を周知するため、投票所に掲
示物を掲出しているが、年々使用する掲示物が多くなっ
ており、何に注意すればよいか、有権者に伝わりにくい
状況である。

次期市議会議員選挙より、上記の図のとおり、有権者に大切な事項がしっかり伝
わるように、掲示文の統合・削除を行う。

１０月の衆議院選挙より、上記の図のとおり、掲示文の統合・
削減を行った。これにより、簡素な場内掲示となり、大切な事
項が有権者の目に止まりやすい環境となった。

１０月の衆議院選挙より、掲示文の統合・削減を行った（対応
済）

これにより、簡素な場内掲示となり、大切な事項が
有権者の目に止まりやすい環境となった。

ー

Ｂ（３） 当日投票所にお
ける選挙人名簿
の電子化（受付
時間の短縮）

当日投票所において、有権者が持参す
る入場整理券ハガキと紙の選挙人名簿
で照合を行っているが、手作業である
ため、照合に時間がかかっている。

北九州市内の当日投票所（２３８か所）では、約２３万
人もの投票者の照合を行っているが、手作業での照合の
ため、受付待ちの列ができることもある。

バーコードにより照合を行う当日投票システムの導入に向け、令和９年度のシス
テム標準化に合わせ、デジタル市役所推進室やシステム業者、機器業者との協議
など、可能な取組を順次実施していく。

システム標準化に向けて、移行計画策定のため、デジタル市役
所推進室やシステム業者、機器業者との協議を開始した。

システム標準化に向けて、移行計画策定のため、デジタル市役
所推進室やシステム業者、機器業者との協議を開始した。

令和９年度のシステム標準化に向けて、作業中であ
る。

引き続き、令和９年度のシステム標準化に合わせ、
DX・A推進課やシステム業者、機器業者との協議を予
定しており、それを受けて、令和７年度はシステム
標準化の業務計画書の素案づくりを行う予定

Ａ（５） 事務ミスを未然
に防止するため
の効果的な情報
発信（Ｄｒ．カン
サ）

定期監査において各局で事務ミスが多
数検出されており、これらの事務ミス
は初歩的・基本的なミスが多い。ま
た、前回監査で注意を受けたにもかか
わらず、同様の事務ミスが再発してい
ることもあり、定期的に注意喚起でき
る仕組みが必要である。

定期監査は２年周期で全部局に実施しているが、指摘事
項や事務ミスへの注意に対する認識が、時間の経過とと
もに薄れることや、指摘内容等の周知が監査対象局にと
どまっていることなどが原因と考えられる。監査が重大
な事務ミスの発生を未然に予防する主治医的な役割とし
て、市役所全体に向け定期的に注意喚起を行い、正確な
事務への認識を維持することが重要である。

監査での指摘事例やそれに関連した注意すべきポイントを掲載した職員向けの広
報誌（仮称：「Ｄｒ．カンサ　～市役所のホームドクター～」）を庁内のイント
ラに掲載し、市役所全体で繰り返し発生する事務ミス防止につなげる。令和６年
度から実施する。

現在、令和６年度の定期監査（第1期）を実施中である。監査
結果をもとに広報誌を作成し、令和７年２月（監査結果公表
後）に庁内イントラに掲載予定。

令和７年３月から、監査での指摘事例や注意すべきポイントを
掲載した広報誌 「Ｄｒ．カンサ ～市役所のホームドクター
～」 を庁内イントラネットに掲載する取組みをスタートし
た。
今後も定期監査結果をもとに、定期監査公表後に庁内イントラ
ネットへ掲載していく。

広報誌による定期的な注意喚起により、各局に
おける初歩的なミス、市役所全体で繰り返し発
生する事務ミスの削減、さらに重大ミスや不正
発生の防止が期待でき、市役所業務に対する市
民の信頼確保につながる。

ー

Ａ（６） 内部統制と連携
した効果的な監
査の推進（両輪
としての監査の
役割）

内部統制においては、各所属のリスク
マネジメントの強化と事務の適正な執
行を確保することが求められており、
監査委員には、内部統制評価を踏まえ
た効率的かつ効果的な監査が求められ
ている。

内部統制制度の運用に伴いリスク総数が年々増加し、制
度に取り組むこと自体が目的となり形骸化する恐れが懸
念されることから、監査委員より、内部統制の効率化と
強化につながる運用の検討を求めた。これを受け、内部
統制部局では、令和６年度から特に注意すべき事項とし
て「重点リスク」を選定し、実効的な運用や効率化を図
ることとした。
今後、内部統制の取組みの有効性を高め、重大な事務ミ
スを減らすためには、監査の知見を活かした「重点リス
ク」への対応も重要である。

令和６年度から、定期監査において「重点リスク」に該当する事務について、適
正に行われているかに加えて、リスク低減の取組みの有効性に着目して監査を行
う。
また、リスクアプローチ監査を効率的に推進し、継続して全庁的な改善を促すた
めに、内部統制部局と連携して、①監査実施結果の共有、②指摘事項等の事務ミ
スに対するフォローアップを進めるともに、③全庁的な視点で「重点リスク」設
定について意見交換を行い、次年度の取組みに反映させる。

現在実施中の令和６年度の定期監査（第1期）において、事務
ミスの多い「契約事務」を「重点監査項目」に設定した。監査
結果は令和７年２月に公表予定。なお、公表後、監査結果及び
監査中に発見された軽微な事務ミス等について、内部統制推進
部局に情報提供し、意見交換をする予定。

令和６年度の定期監査（第1期）では、事務ミスの多い「契約
事務」を「重点監査項目」に設定し、監査を実施した。
監査で多く見られた契約事務の不備については、不備のあった
原局への指導だけでなく、令和７年３月発行の市職員向けの広
報誌においても紹介し、同様の漏れ・誤りがない正確な事務の
意識づけを全庁的に周知した。
監査結果公表後は、監査結果及び監査中に発見された軽微な事
務ミス等について、内部統制推進部局に情報提供及び意見交換
を実施（令和７年２月）し、今後、さらなる効果的な内部統制
の整備及び運用につなげるよう図った。

リスクアプローチ監査の実施により、ミスや不
備が多発する業務への重点的かつ効果的な指導
を行うことができ、今後の適正な事務処理の執
行につながった。
また、内部統制との連携により、さらなる事務
ミスの軽減につながるとともに、よりリスクの
高い業務等に監査の人的及び時間的資源を重点
的に振り向けていくことが可能となり、市役所
業務の事務改善につながる。

引き続き、内部統制との連携を図り、リスクアプ
ローチ監査や、３Ｅの視点による改善提案型監査を
推進する。

Ａ（７） 「改善提案型監
査」の実施によ
る市役所業務の
改善・改革への
寄与

市政変革を進めるにあたっては、限ら
れた資源を無駄なく有効に活用するこ
とが求められている。そのため、監査
においては、３Ｅ（経済性・効率性・
有効性）の視点で監査を行い、事務執
行やルール等がきちんと機能せず、改
善の必要性があるものに対して、改善
の方向性を具体的に示す「改善提案型
監査」が必要となっている。

従来の監査の視点（法令への適合、事務の正確性）に加
え、事務や事業を効果的に実施しているかを問う３Ｅ監
査が、重要性を増している。３Ｅ監査により事務執行や
事業運営に対する改善の方向性を提案することで、市政
変革の推進への寄与が期待できる。

他都市の事例を調査・研究し、３Ｅの視点による提案や、問題点の指摘と合わせ
てルール等の改善の方向を具体的に示す「改善提案型監査」を実施する。併せ
て、各課の好事例を紹介することにより市役所全体での改善を促す。令和６年度
の定期監査から実施する。

令和６年度の定期監査（第１期）から「３Ｅの視点」を着眼点
に追加した。本市の過去事例や全国会議において確認した他都
市の事例を担当者に周知して、現在監査を実施中である。令和
７年２月の監査結果公表後に発行する職員向け広報誌にて３Ｅ
の事例を紹介する予定。

令和６年度の定期監査（第１期）から、新たな着眼点として、
「３Ｅ（経済性・効率性・有効性）の視点」を追加し、「改善
提案型の監査」を実施した。
３Ｅの視点から、事務執行や事業運営に対する改善につながる
事例については、監査事務局から原局へ改善の方向性の提案を
行うとともに、各課が自主的に改善を行った好事例とあわせ、
令和７年３月発行の市職員向け広報誌に掲載し、市役所全体に
広く周知を行った。

事務や事業を効果的に実施しているかを問う改
善提案型監査の実施及び市役所全体への周知に
より、経済性・効率性・有効性の視点からも、
市政変革の推進へ寄与すると考える。

引き続き、内部統制との連携を図り、リスクアプ
ローチ監査や、３Ｅの視点による改善提案型監査を
推進する。

Ｂ（４） 監査専門人材の
育成・確保によ
る監査機能の充
実強化

業務を統括する職員は、各職位での監
査配属を通じて高い専門性を持つこと
が望ましいが、若手職員が配置されに
くく、複数回の配属も限られる。ま
た、３Ｅ監査の実施など、監査の専門
性が高まっており、計画的な職員のス
キル向上が必要となっている。

監査は複数の職場経験に加え、会計・契約や３Ｅ監査等
に向けた専門知識が要求されるため、監査部門で勤務経
験を積み、業務に精通した専門人材の育成が望まれる。
また、監査スキルはＯＪＴや研修により各職員が習得し
ているが、近年、３Ｅの視点での監査による「改善提案
型監査」の実施など専門性が高まっており、在籍期間を
通した研修による職員のスキル向上は必須である。

若手・中堅職員(20～30代)を、将来の監査係長・課長候補となる監査専門人材と
して育成する体制と、外部人材の活用の可能性について検討する。
また、研修についてのワーキンググループを令和６年度に設置し、他都市の事例
について調査・研究を行い、できる改革から順次実施する。

令和６年１０月に、外部人材（公認会計士）による職員のスキ
ルアップ研修を実施した。また、１１月に研修についてのワー
キンググループを職場内で設置しており、令和７年３月にかけ
て他都市の状況についての調査と研究を実施する予定。

令和６年１０月に、外部人材（公認会計士）による研修を実施
し、監査職員のスキルアップを図った。
また、他都市における研修実施状況を確認・整理した。

令和７年度取組継続 令和７年度、外部人材を活用した外部専門家を
招き、各種テーマの研修を年に２～３回にわた
り実施し、監査部門の在籍期間を通した専門的
なスキル向上を図ることを計画している。

完了

完了

完了

完了
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（５） デジタル環境に
対応した監査の
推進

電子決裁など行政事務の電子化の進展
により、電子データのみで保存されて
いる文書等については、所管局に赴い
ての閲覧や紙資料の提供を受けて監査
を実施しており、デジタル環境に対応
した監査業務の見直しが必要になって
いる。

電子化が進展する中、監査にあたり、文書管理システム
等の閲覧権限がなく、現在は、各局に赴いての閲覧や各
局が保管している紙資料の提供を受けており、その準備
が各局の手間となっている。このため、各システムへの
アクセス権付与が必要である。
また、監査業務にデジタル技術を活用することにより、
・財務会計データの分析結果をもとに監査対象事務を選
定
・監査や審査事務の一部作業を自動化
することも可能となり、効率的で効果的な監査を進めら
れる。

令和６年度中に他都市の状況を調査・比較検討を行う。令和７年度には、結果を
踏まえ、要求資料等の総点検を実施し、電子データを活用することにより効率化
を図れるものは順次見直しに着手する。
あわせて、監査や審査の作業段階におけるデジタル技術の活用についても、他都
市の先進事例を参考に検討を進め、可能なものから順次着手する。
なお、各システムへの閲覧権限付与については関係局と調整を図り、経済性や効
率性も考慮しながら導入の検討を行う。

デジタル環境への対応について、現在、本市における課題の整
理、他都市への調査内容の検討を行っている。令和６年１２月
に他都市への調査を開始し、令和７年３月に調査結果の比較検
討を完了する予定。
また、比較検討結果と、現在実施中の令和６年度の定期監査
（第1期）の状況を踏まえ、監査等の要求資料について、令和
７年度実施分から順次見直しを図り、監査業務の効率化を図る
予定。

令和６年度、デジタル環境への対応について、本市における課
題を整理するとともに、他都市への調査内容を確定した。

令和７年度取組継続 現在、デジタル環境への対応について、他都市
への状況調査を実施している。
他都市の調査結果や先進事例等をもとに、本市
で実施可能なものについて検討・着手する。
また、システムへの閲覧権限付与についても令
和７年度中に所管部局と協議し、デジタル環境
に対応した監査業務の推進を図る。
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